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研究成果の概要：本研究では、表現の自由と人格権との調整について、ドイツ連邦憲法裁判所

の判例法理を中心に、両権利に配慮した調整の枠組みについて検討した。研究を進めるにあた

っては、①具体的な事柄が両者の調整の際に、どのように作用するのか、②表現の自由の対抗

法益である人格権がいかなる内容を包含するものか、③モデル小説とプライバシーとの調整の

際の指標は何か、という観点から検討を加えた。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2007 年度 700,000 0 700,000 

2008 年度 500,000 150,000 650,000 

年度  

年度  

  年度  

総 計 1,200,000 150,000 1,350,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：法学・公法学 
キーワード：表現の自由、人格権 
 
１．研究開始当初の背景 
(1) 研究の学術的背景 
表現の自由と個人的名誉権は、ともに憲法

で保障されたきわめて重要な人権であるた
め、この 2 つの憲法法益の調整は、きわめて
困難な解釈問題を惹起する。両者の調整につ
いて、わが国の判例は、民事・刑事上の議論
に終始し、学説は、優越的自由である表現の
自由をどこまで制限できるのかという、一面
的な視点からのみ考察する傾向にある。その
ため、最近のわが国の名誉毀損裁判における
損害賠償認定額の高額化に対しては、表現の
自由に対して萎縮効果を生ぜしめるものと

危惧する見解が多い。近時、名誉保護が憲法
上の要請であるという視点から表現の自由
との関係について検討するものが注目され
ているが、いまだ、包括的な議論には至って
はいない。そこでわたくしは、個人的名誉も
憲法法益である以上、憲法は、表現の自由の
尊重と同時に名誉の保護をも命じているは
ずであり、2 つの基本的人権の調整という視
点こそが重要であると考え、これに関する包
括的な研究の必要性を感じた。 

 
(2) 着想に至った経緯 
わが国の従来の学説は、アメリカ合衆国の
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立法例や判例を中心にこの問題を考察して
いたが、本研究では、これまで脚光を浴びる
ことの少なかったドイツの判例・学説を素材
に検討してきた。その理由は、①ドイツ法が
集団に対する侮辱的表現規制の保護法益を
個人の名誉に据えていることは、個人の尊厳
を基本原理とする日本国憲法の解釈にも整
合的であること、②連邦憲法裁判所の判例法
理が、表現の自由と個人的名誉の双方に配慮
した憲法的判断の枠組みを呈示しているこ
と、③連邦憲法裁判所が、これまでの判例の
なかで、｢相互作用論｣、「優越ルール」など、
表現の自由と名誉保護との調整に妥当すべ
き種々の衡量ルールを展開してきたことに
加え、｢表現の自由の二重の意義｣や｢言論の
プロセス的性格｣などの重要な視点を提供し
てきたことによる。 
 
(3) わが国における影響 

表現の自由とプライヴァシーとの調整を
いかに図るかという問題は、わが国において
も重要な課題である。ドイツにおける表現の
自由と人格権との調整法理について整理・検
討することは、わが国にとっても何らかの示
唆を与えるものであるように思われる。 
 
２．研究の目的 
(1) 全体テーマ 
 本研究は、個人的名誉も憲法法益である以
上、憲法は、表現の自由の尊重と同時に名誉
の保護をも命じているはずであり、2 つの憲
法上の権利・利益の調整という視点こそが重
要であるとの視点から、ドイツの憲法判例・
憲法学説を中心に、表現の自由と人格権との
衝突を調整する憲法的枠組みについて研究
するものである。併せて、連邦憲法裁判所の
判例法理の内在的な解明を基礎に、表現の自
由と人格権の双方に配慮した憲法的判断の
枠組みを包括的に呈示し、わが国への適用可
能性についても言及することを研究の目的
としている。 
 
(2) 個別テーマ 
 上記の目的を達成するため、まず、下記の
研究テーマの解明を目標としたい。 
① 名誉権を包摂する概念である一般的人格

権に、考察の対象を広げ、一般的人格権
の概略を整理・検討すること。 

② 名誉保護に関するリーディング・ケース
である憲法裁判所判例のリュート判決、
シュミット・シュピーゲル事件判決以降
の展開について整理する。 

③ 表現の自由と名誉（人格権）保護の調整
は、例えば「ある表現が事後的に虚偽で
あると判明した場合に、①慰藉料の請求、
②取消し・訂正の請求、③差止めの請求
とで、それぞれどのように評価されるべ

きか」という具体的な形で生じる。ドイ
ツでは、これらの間の評価の異同が憲法
論として論じられており、わたくし自身
の研究においても、基本的人権に適合的
な法解釈という視点から、このような具
体的問題に取り組むことにしたい。 

④ 以上の研究に国家の人権保護義務論のよ
うな原理的問題、憲法裁判権と通常裁判
権（民事・刑事裁判権）の関係、などの
周辺問題についても整理しておくことに
したい。 

 
３．研究の方法 
(1) 研究の対象およびその方法 
① 初期判例以降の動向 
本研究では、ドイツの憲法判例・憲法学説

を材料として、表現の自由と人格権との衝突
を調整する憲法的枠組みについて考察し、そ
の日本国憲法への適用可能性を検討するこ
とをねらいとする。そのためには、まず、そ
れぞれのルール等が呈示されたリーディン
グ・ケースとその後の適用例を精査した上で、
それぞれの内容・意義・相互関係を明らかに
し、第 2 に、判例と学説の共通項と相違点を
腑分けし、その判断枠組みを明らかにするこ
とが必要となる。すでに、リーディング・ケ
ースとなった初期判例（1958 年、1961 年）
については検討済みであり、そこで打ち出さ
れた「推定ルール」および「反撃原理」とい
う調整原理や、それらが表現の自由の二重の
意義および言論・公的意見形成のプロセス的
性格の表出であることが、その後に登場する
「優越ルール」、｢超推定ルール｣などの調整
原理の母胎となったことは把握している。 

残された課題は、1960 年以降の判例の整
理・検討である。その後の重要判例である、
兵士事件および「アウシュビッツの嘘」事件
については、すでに若干の検討を加えている
ほか、シュトラウス風刺画事件、ベネトン・
ショック広告判決、超推定ルールを打ち出し
たヨーロッパの NPD 事件判決、誹謗的批判
の概念の精緻化を行ったベル事件判決、モナ
コのカロリーネ事件などについては、ドイツ
憲法判例研究会による事例研究の蓄積があ
る。 

1960 年以降の表現の自由と人格権にかか
わる約 30 件ほどの判例を整理したうえで、
先行業績も踏まえつつ、それぞれの内容・意
義・相互関係を明らかにすることにしたい。
この研究では、①初期判例における調整ルー
ルがその後の判例においてどのように適用
されているのか、あるいはそもそも踏襲され
ていないのか、②初期のルールがその後の判
例において、さらに別のルールへと転化され
る場合があるが（例えば、超推定ルールは推
定ルールを根拠として登場した）、両者の相
互関係、それぞれの意義をどのように理解す



 

 

べきなのか、③学説との相違、④わが国への
適用の可否、の以上 4 点について検討を進め
る。 
 
② 一般的人格権の保護対象  
これらの解明および、名誉保護との関係で

問題となる基本的権利等(人間の尊厳、憲法上
の権利としての名誉の射程など)について考
察し、その体系的位置づけを試みたい。これ
らについては、すでにわが国において関連文
献（根森健「人格権の保護と『領域理論』の
現在――最近のドイツ連邦憲法裁判所判例
から――」時岡弘先生古稀記念『人権と憲法
裁判』86 頁、根森健「人間の尊厳の具体化と
しての人格権――人格権研究序説――」小林
孝輔編『ドイツ公法の理論』303 頁、ハイン
リヒ・ショラー（嶋崎健太郎訳）「基本権論
における領域論と保護区域論」自治研究 69
巻 4 号 68 頁、押久保倫夫「一般的人格権の
性質と保護領域――エップラー事件――」
『ドイツの憲法判例』39 頁、小山剛『基本権
保護の法理』など）が公表されており、これ
ら先行業績を元に、これらの問題が、表現の
自由と人格権の調整原理にいかなる影響を
及ぼすのかの原理的解明にとどめることに
したい。 
 
③ 具体的事柄の具体的衡量における作用 
表現の自由と人格権という双方の権利に

配慮した調整のためには、そもそも、具体的
な事例における具体的な事柄が、それぞれ両
権利の衡量の際に、どのように作用するのか
ということがその前提問題となる。そこで、
前科公表の可否をめぐる議論を参考に、わが
国の判例とドイツの判例を比較しつつ、具体
的諸要素が具体的衡量に際して及ぼす影響
について検討することにする。 

 
以上のような 3段階における研究計画によ

り、ドイツにおける表現の自由と人格権との
調整の枠組みを包括的に整理・検討し、それ
がどこまでわが国に援用可能なのかについ
て研究することにしたいと考えている。研究
が、当初の計画通りに進まない場合には、重
要なテーマごとに絞って判例・学説を検討し、
部分的な体系性を担保することに努めたい
と考えている。 
 
(2) 研究計画 

各年度ごとの研究計画は以下の通りであ
る。 

【平成 19 年度】  人格権保護を目的と
した表現の自由の制限に関するドイツ連邦
憲法裁判所の判例集および判例評釈、関連文
献を購読・入手し、その思考枠組みを内在
的・有機的に検討し、判例法理の特徴を明ら
かにする。その際、表現の自由と人格権の調

整法理である「超推定ルール」、「優越ルール」
などのルールが呈示された 1960 年以降の裁
判例とその後の適用例を精査し、それぞれの
内容・意義・相互関係を明らかにする。併せ
て、ドイツ連邦憲法裁判所元判事である、デ
ィーター・グリム教授（現、ヴィーレフィル
ト大学、元連邦憲法裁判所判事）ほかと本研
究に関する意見交換を行うことを計画して
いる。 

 
【平成 20 年度】  前年度までの研究を

さらに深めるとともに、ドイツの憲法学説の
状況について精査することにしたい。1960
年以降の判例における調整原理に対する学
説の反応を整理・検討することによって、あ
らためて判例法理の意義および課題につい
て明らかにするとともに、ドイツ連邦憲法裁
判所の判例法理の枠組みを提示することに
したい。加えて、研究成果のわが国へ導入の
可能性およびその前提について考察する。表
現の自由と人格権との調整に関するドイツ
の関連文献を購読し、憲法学説における議論
を整理・検討する。続いて、学説と判例、ま
た学説相互を比較検討することによって、人
格権保護の基本的枠組みを明らかにする。判
例と学説の共通項と相違点を腑分けし、両者
の調整のための判断枠組みの解明に努める。
研究をさらに深化させるため、この問題の背
景となる基本問題(一般的人格権、人間の尊厳、
憲法上の権利としての名誉の射程、国家の基
本権保護義務の法理など)に関する文献を購
読し、考察することにしたい。 
 
４．研究成果 
(1) 初期判例以降の動向 
 リュート判決、シュミット・シュピーゲル
事件判決以降のドイツ憲法判例の動向につ
いては、細かな論点も含めれば非常に件数が
多く、期間内に調査が終わらなかった。引き
続き、調査したいと考えている。その後の判
例として、大変興味深いものが 2007 年に登
場し、そのケースについては詳細な検討を加
えた。その事件とは、いわゆるモデル小説と
人格権との調整が問題となったドイツ連邦
憲法裁判所のエスラ事件決定である。モデル
小説の問題は、ドイツでは、芸術の自由の問
題として論じられるため、芸術の自由の特殊
性について若干の整理・検討を行ったうえで、
調整のためのいくつかの視点がモデル小説
という特徴から導かれることを明らかにし
た（この研究成果は、「エスラ事件判決」と
してドイツ憲法判例研究会において発表し
た。近々、「自治研究」誌に掲載予定である）。
裁判所は、①同定可能性の審査、②人格権侵
害の強度、③人格権侵害の強度と要求される
虚構性の程度の 3 点から審査を行っており、
同定可能性や虚構性の抗弁についてはすで



 

 

にわが国の裁判所も説示しているが、虚構性
の程度と人格権侵害の強度との相関関係に
ついて詳細に語ったものは見当たらない（お
そらく同趣旨と思われる内容を簡潔に語る
判例が 1 件あるのみである）。この点につい
て詳細に論じる本判決の内容を正確に理解
することはわが国における同様の問題を考
える上でも有益なものと思われる。 
(2) 人格権 

併せて、表現の自由の対抗法益である人格
権について、そこに含まれる内容について簡
単に概要を整理した。この問題は、表現の自
由と人格権との調整を考える際の前提問題
である（この研究成果は、「ドイツにおける
人格権の基本構造」岩手大学文化論叢に掲載
予定である）。ドイツ基本法 1 条 1 項と結び
ついた 2 条 1 項が保障する一般的人格権には、
①一般的行為自由、②私的領域の保護、③人
物描写の自己決定が含まれるとされている
が、それぞれがどのように誕生し、どのよう
なものと性格づけられているのか、またそれ
ぞれの相互の関係はいかにあるのか、につい
て簡潔に整理した。ドイツでは、どの領域に
含まれるかによって保護の程度が異なると
されており、それぞれの特性を明確にし、そ
こにいかなる利益が含まれるのかを理解し
やすくしておくことはきわめて重要である。 
 
(3)具体的事柄の具体的衡量における作用 
 前科公表の可否をめぐる議論について、わ
が国の判例とドイツの判例とを比較し、両者
の衡量の際の諸要素が具体的衡量に際して
どのように作用するのかについて検討を加
えた（この研究成果は、「時の経過--「絶対評
価」と「相対評価」--」（名城法学 57 巻）と
して発表した）。わが国では、これまで衡量
に際し、どのような事柄を考慮すべきかとい
う点に重点が置かれており、具体的な事柄が
衡量の際にいかなる作用を及ぼすかについ
ての検討を行ったものは見当たらない。衡量
の際の作用は、衡量結果にも影響を及ぼすも
のであり、作用の基軸を確定しておくことは
きわめて重要なことである。本研究の特徴は、
衡量のためのルールや諸要素ではなく、衡量
の作用の方向性について明らかにしたこと
にある。 
(4) 得られた成果の国内における位置づけ
とインパクト 
 上述のように、本研究は、表現の自由およ
び個人的名誉という 2つの憲法法益の調整と
いう視点から、人格権保護に関する憲法判断
の枠組みを明らかにしようとするものであ
る。つまり、本研究では、従来の防禦権的思
考に加えて、国家の基本権保護義務(国家は、
各人の基本権法益を第三者の侵犯から防護
する義務を負う)という観念を導入し、名誉保
護を防禦権(表現の自由)と保護義務(名誉の

保護)との調整問題として再構成することを
試みる。そのため、本研究には、次のような
特色がある。 
① わが国では、名誉保護は単なる表現の

自由の規制根拠という消極的役割を果たし
ていたに過ぎず、それ自体が憲法の要請であ
るという視点が欠落していた。そのため、従
来の学説では、表現の自由の過剰な制限が問
題とされることはあっても、名誉の｢過少な
保護｣が問題となることはなかった。これに
対して、本研究は、名誉保護の上限および下
限の両方を問うことになる。 

② 名誉保護が 2つの憲法法益の調整であ
る以上、その判断には、憲法の価値決定に適
合した一定の衡量ルールが必要となる。上述
のように、連邦憲法裁判所は、｢推定ルール｣、
｢優越ルール｣ほかの衡量ルールを展開して
きた。これについて本研究は、名誉保護法理
の確立期から最近の展開にいたるまでの判
例および学説を通観した、包括的な研究を試
みるものである。 

表現の自由と人格権保護の双方に配慮し
た憲法的判断の枠組みを呈示し、判例法理の
特徴を内在的・有機的に整理・検討すること
は、わが国における同様の問題の解決に有益
な示唆を与えるものと思われる。 

 
(5) 今後の展望 
リュート判決、シュミット・シュピーゲル

事件判決以降のドイツ憲法判例の動向につ
いては、期間内に調査が終わらなかったため、
継続して、調査したいと考えている。これま
での調査で、最新判例については、初期判例
におけるルール、とりわけ相互作用論、推定
ルールといったルールがおおむね踏襲され
ていることが明らかとなったが、その間の調
査が終わっていない。今後も研究を継続して
いくことで、初期と最近とを結ぶ判例にいか
なる動きがあったのかを解明することによ
り、連邦憲法裁判所の判例法理を包括的に整
理・検討したいと考えている。そのほか、NPD
ヨーロッパ事件で登場した超推定ルールや
「アウシュビッツの嘘」事件で登場した優越
ルールなど、連邦憲法裁判所の新たな衡量ル
ールについて整理するとともに、それらと既
存のルールとの関係を内在的に理解し、初期
判例におけるルールがどこまで踏襲されて
いるのかを明らかにしたい。そのようにして、
ドイツの衡量ルールとその適用について包
括的に紹介・検討することは、わが国の同様
の問題を検討するうえで有益であると思わ
れる。 
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